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第一部【企業情報】
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記載の金額については、消費税等を含んでいません。
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第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第22期

前第１四半期
連結累計(会計)期間

第23期
当第１四半期

連結累計(会計)期間
第22期

会計期間

自　平成20年
    ４月１日
至　平成20年
    ６月30日

自　平成21年
    ４月１日
至　平成21年
    ６月30日

自　平成20年
    ４月１日
至　平成21年
    ３月31日

営業収益 (百万円) 379,816 346,306 1,570,253

経常利益 (百万円) 94,345 51,915 218,106

四半期（当期）純利益 (百万円) 55,542 30,817 126,052

純資産額 (百万円) 981,903 1,078,757 1,048,358

総資産額 (百万円) 5,132,265 5,235,178 5,222,531

１株当たり純資産額 (円) 490,261.48528,492.57513,233.30

１株当たり四半期

（当期）純利益
(円) 28,193.44 15,643.37 64,023.29

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）

純利益
(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 18.8 19.9 19.4

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 85,171 69,538 459,597

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △85,451 △71,203 △292,511

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 13,043 47,387 △146,170

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高　
(百万円) 47,373  101,249 55,526

従業員数 (人) 25,899 28,267 26,959

　(注)　１　各期の連結子会社数及び持分法適用会社数は次のとおりです。

回次
第22期

前第１四半期
連結累計(会計)期間

第23期
当第１四半期

連結累計(会計)期間
第22期

連結子会社数 30 31 31

持分法適用会社数 2 2 2

２　当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが営む事業内容について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社に異動はありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、関係会社の異動について、記載すべき事項はありません。

 

４【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

 平成21年６月30日現在

従業員数 (人) 28,267[8,372]

　(注)　１　従業員数は就業人員数です。

２　従業員数欄の［　］は、外数であって臨時従業員の当第１四半期連結会計期間平均雇用人員を示しています。

(2) 提出会社の状況

 平成21年６月30日現在

従業員数 (人)     17,542　　    

　(注)　従業員数は就業人員数です。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　当社グループの事業内容は、広範囲かつ多様であり、受注生産形態をとらない場合が多く、事業の種類別セグメント

ごとに生産規模及び受注規模を金額あるいは数量で示すことはしていません。このため、生産、受注及び販売の状況に

ついては、「４　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」における各事業のセグメント業績に関連

づけて示しています。

 

２【事業等のリスク】

　前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて、当第１四半期連結会計期間において重要な変更

が生じた事項を反映し、以下のとおりとします。なお、以下には変更の生じた事項のみを記載しています。

　また、文中の将来に関する事項は、四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものです。

(5) 自然災害等

　当社グループの事業、特に東海道新幹線をはじめとする鉄道事業については、地震・台風等の自然災害やテロ、感

染症の流行等により大きな影響が生じる可能性があります。

　なお、鉄道インフラについて当社は、安全・安定輸送の確保は最優先の課題であるとの認識のもと、会社発足以来、

自然災害等に対する設備強化に積極的に取り組んでいます。具体的には、阪神・淡路大震災、新潟県中越地震など過

去の他社線の被災状況等を踏まえて、東海道新幹線高架橋柱の耐震補強を開発案件等と関係する一部を除き完了し

たほか、盛土・橋脚の耐震補強をはじめとする設備の強化など、より一層安定した輸送を確保するための設備強化

を積極的に進めています。また在来線においても、輸送の安全確保のため、盛土補強や落石対策等を継続的に実施す

るなど、自然災害等による鉄道事業への影響を最小限のものとするための取組みを進めています。

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

　景気低迷等による厳しい経営環境のもと、当社グループは、事業の中核である鉄道事業における安全・安定輸送の

確保を最優先に、一層のサービス充実を図るとともに、社員の業務遂行能力の向上、設備の強化、業務執行の効率化

・低コスト化等の取組みを続け、収益力の強化に努めました。

　東海道新幹線については、「のぞみ」のさらなるサービスの充実、在来線については、名古屋地区の都市圏輸送の

充実を中心として本年３月に実施したダイヤ改正により整備した列車体系を基に、利便性の高い輸送サービスの提

供に努めました。また、販売面では「ＥＸ－ＩＣ（エクスプレスＩＣ）サービス」の定着に努めたほか、各方面への

観光キャンペーンを展開し、旅行需要の喚起を行いました。 

  超電導磁気浮上式鉄道（以下「超電導リニア」という。）による東海道新幹線バイパス、すなわち全国新幹線鉄

道整備法による中央新幹線については、昨年12月に国土交通大臣より指示のあった４項目の調査を推進しました。

また、超電導リニアの技術開発について、さらなる長期耐久性の検証のための走行試験を継続して実施し、技術の完

成度を一層高めるための開発を進めるとともに、実用化確認試験を行うための山梨リニア実験線の42.8kmへの延伸

と設備の実用化仕様への全面的な変更について、工事を推進しました。

  鉄道以外の事業においては、ジェイアール名古屋タカシマヤについて商品力・販売力を高めるなど既存事業強化

に努めるとともに、社宅跡地開発、農業への参入、名古屋駅新ビル計画といったプロジェクトを着実に進めました。

　さらに、厳しい経営環境を踏まえ、安全を確保した上で業務執行全般にわたる低コスト化の徹底に取り組みまし

た。 

  しかしながら、景気低迷等に加えて５月半ばからは新型インフルエンザの影響も受け、当第１四半期連結会計期

間においては、全体の輸送人キロが前年同四半期比11.2％減の124億３千１百万人キロとなりました。また、営業収

益は日本車輌製造株式会社（以下「日本車輌」という。）の連結子会社化等があったものの、前年同四半期比8.8％

減の3,463億円となりました。経常利益は物件費及び減価償却費の増加等もあり前年同四半期比45.0％減の519億

円、四半期純利益は前年同四半期比44.5％減の308億円となりました。

　当第１四半期連結会計期間の経営成績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりです。
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運輸業

　東海道新幹線については、引き続きＮ700系車両の投入を積極的に進めるとともに本年３月に「のぞみ」のさらな

るサービス充実を図ったダイヤ改正により整備した列車体系を基に利便性の高い輸送サービスの提供に努めまし

た。加えて、Ｎ700系車内インターネット接続サービスの定着に努めました。

  在来線については、本年３月に名古屋地区の都市圏輸送を中心としたダイヤ改正を実施するとともに、東海道本

線南大高駅を開業し、これらにより整備した輸送基盤を活かしたサービスの提供に努めました。

　販売面においては、「ＥＸ－ＩＣ（エクスプレスＩＣ）サービス」について、主として既存会員への定着に努める

とともに、本年８月に予定している山陽新幹線への利用区間拡大や法人会員向けサービスの開始に向けた諸準備を

進めました。また、平成22年春に予定している「ＴＯＩＣＡ（トイカ）」の電子マネー機能追加等に向けて取り組

みました。さらに、京都、東京をはじめ、奈良・伊勢等の各方面へ向けた観光キャンペーンを展開し、これと連動した

様々な旅行商品の設定に努めました。

　しかしながら、景気低迷等に加えて５月半ばからは新型インフルエンザの影響も受け、当第１四半期連結会計期間

における東海道新幹線の輸送人キロは前年同四半期比12.9％減の101億８百万人キロ、在来線の輸送人キロは前年

同四半期比2.9％減の23億２千３百万人キロとなりました。

　バス事業においては、規制緩和による競争激化等の状況も踏まえ、引き続き業務の効率化等を進めました。

　上記の結果、当第１四半期連結会計期間における営業収益は前年同四半期比12.6％減の2,709億円、営業利益は物

件費及び減価償却費の増加等もあり前年同四半期比35.7％減の771億円となりました。

また、運輸業の大部分を占める当社の鉄道事業の営業成績は次のとおりです。

区分 単位

前第１四半期会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

当第１四半期会計期間
(自　平成21年４月１日 
 至　平成21年６月30日)

新幹線 在来線 合計 新幹線 在来線 合計

営業日数 日 91 91 91 91 91 91

営業キロ キロ 552.6 1,418.21,970.8 552.6 1,418.21,970.8

旅
客
輸
送
人
員

定期 千人 3,674 67,017 70,137 3,698 67,118 70,246

定期外 千人 34,011 34,782 66,303 29,395 32,972 60,234

計 千人 37,685101,799136,44033,093100,090130,480

旅客輸送人キロ 百万人キロ 11,602 2,393 13,994 10,108 2,323 12,431

旅
客
運
輸
収
入

旅
客
運
賃
・
料
金

定期 百万円 4,171 8,790 12,962 4,216 8,795 13,012

定期外 百万円 263,07317,590280,664225,03315,931240,965

計 百万円 267,24526,381293,626229,25024,726253,977

小荷物運賃・

料金
百万円 10 7 18 10 7 17

合計 百万円 267,25626,389293,645229,26124,733253,995

(注)　旅客運輸収入の新幹線及び在来線区分は、旅客輸送計数により区分しています。また、旅客輸送人員の合計につい

ては、新幹線、在来線の重複人員を除いて計上しています。

流通業

　流通業においては、ジェイアール名古屋タカシマヤについて、魅力ある品揃えの充実、売場のリニューアル、お客様

のニーズを捉えたアプローチ強化等に努めました。

　また、農業への参入に関し、本年度中の商業ベースでの栽培開始に向けた諸準備を進めました。

　しかしながら、景気低迷等に加えて５月半ばからは新型インフルエンザの影響も受け、当第１四半期連結会計期間

における営業収益は前年同四半期比8.0％減の457億円、営業利益は前年同四半期比83.0％減の２億円となりまし

た。

不動産業

　不動産業においては、駅立地を一層有効に活用し、お客様の拡大につなげるため、引き続き東京駅において商業施

設のリニューアルを進めるとともに、名古屋駅新ビル計画について環境アセスメントの手続き等を着実に進めまし

た。あわせて、保有資産の有効活用の観点から行っている社宅跡地開発については、「セントラルガーデン・レジデ

ンス静岡」及び商業施設の建設を進めました。

　しかしながら、景気低迷の影響を受け、当第１四半期連結会計期間における営業収益は前年同四半期比0.4％減の

157億円、営業利益は前年同四半期比1.6％減の35億円となりました。
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その他の事業

　ホテル業においては、厳しい経済情勢の中、顧客の志向にあった商品設定、高品質なサービスの提供、販売力強化に

努めました。

　旅行業においては、京都、東京をはじめ、奈良・伊勢等の各方面へ向けた観光キャンペーンと連動した魅力ある旅

行商品を積極的に販売するとともに、インターネットを活用した販売に努めました。

　鉄道車両等製造業においては、鉄道車両の製造や建設機械等の更新需要への対応に努めました。

　上記の結果、当第１四半期連結会計期間における営業収益は景気低迷等の影響を受けたものの、日本車輌の通年連

結子会社化に伴い前年同四半期比66.9％増の464億円、営業利益は0.2億円となりました。

(2) キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末と比べ

457億円増の1,012億円となりました。また、当第１四半期連結会計期間末の長期債務残高は、前連結会計年度末と比

べ690億円増の３兆3,242億円となりました。

　当第１四半期連結会計期間については、当社の運輸収入が減少した一方で、法人税等の支払額が減少したことなど

から、営業活動の結果得られた資金は前年同四半期と比べ156億円減の695億円となりました。

　投資活動の結果支出した資金は、設備投資に伴う固定資産の取得にかかる支出が減少したことなどから、前年同四

半期と比べ142億円減の712億円となりました。

　財務活動の結果得られた資金は、社債の発行額が増加したことなどから、前年同四半期と比べ343億円増の473億円

となりました。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

  当第１四半期連結会計期間において、重要な変更等はありません。

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結会計期間において、営業費に含まれる研究開発費は総額41億円となりました。

なお、当第１四半期連結会計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2) 設備の新設、除却等の計画

①　当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は、次のとおりです。

項目
計画額
(百万円)

既支払額
(百万円)

今後の所要額
(百万円)

工事着手
(平成 年 月)

完成予定
(平成 年 月)

運輸業  経理関係事務システム更新 6,680 ― 6,680 21. 4 23. 9 

(注)　今後の所要額は、自己資金によりまかなう予定です。 

②　重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 8,960,000

計 8,960,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)

(平成21年６月30日)

提出日現在発行数(株)

(平成21年８月12日)

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引

業協会名
内容

普通株式 2,150,000 2,150,000

名古屋証券取引所

東京証券取引所

大阪証券取引所

※２

計 2,150,000 2,150,000 ― ―

　(注)　１　発行済株式は、各証券取引所の市場第一部に上場しています。

 　　 ※２　権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式です。なお、単元株制度は採用していません。

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

(3) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年５月11日 △90,0002,150,000 ― 112,000 ― 53,500

　(注)　自己株式の消却によるものです。

(5) 【大株主の状況】

　当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握していません。　

　なお、当社は、平成21年５月11日に自己株式90,000株の消却を実施した結果、当第１四半期会計期間末日現在、自己

株式177,973株を保有しています。

　また、株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから、平成21年５月18日付で株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行ほ

か４名を提出者及び共同保有者とする株券等の大量保有状況に関する変更報告書の写しの送付があり、平成21年５

月11日現在で210,558株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合9.79％）を保有している旨の報告を受けまし

たが、株主名簿の記載内容が確認できないため、当社として当第１四半期会計期間末日現在における当該法人の実

質所有株式数を確認することができません。
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(6) 【議決権の状況】

  当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載することが

できないことから、直前の基準日（平成21年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしています。

①【発行済株式】

 平成21年３月31日現在
区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式　　267,973
―

単元株制度は採用して

いません。

（相互保有株式）

普通株式　　　  220
― 同上

完全議決権株式（その他） 普通株式　1,971,807    1,971,807同上

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数  2,240,000 ― ―

総株主の議決権 ― 1,971,807 ―

　(注)　１　証券保管振替機構名義の株式27株は、「完全議決権株式（その他）」欄の株式数及び議決権の数に含まれて　　　

　　　 います。

　　　　２　当第１四半期会計期間末日現在、発行済株式総数は2,150,000株、当社が保有する自己株式数は177,973株です。

②【自己株式等】

 平成21年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株) 

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

（自己保有株式）

東海旅客鉄道株式会社

名古屋市中村区名駅一丁目

１番４号

ＪＲセントラルタワーズ

267,973― 267,973 11.96

（相互保有株式）

株式会社交通新聞社

東京都千代田区麴町六丁目

６番地

麴町東急ビル７階

170 ―　 170 0.01　

（相互保有株式）　

関東分岐器株式会社

東京都中央区日本橋本町四

丁目12番20号
50 ― 50 0.00

計 ― 268,193― 268,193  11.97

　(注)　当第１四半期会計期間末日現在、当社が保有する自己株式数は177,973株です。

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】　

月別 平成21年４月 ５月 ６月

最高 (円) 597,000 667,000 664,000

最低 (円) 532,000 580,000 588,000

　(注)　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものです。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。

EDINET提出書類

東海旅客鉄道株式会社(E04149)

四半期報告書

11/24



第５【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しています。

　なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務

諸表規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半

期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づい

て作成しています。

２  監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から

平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表については監査法人トーマツによる四半期レビューを受け、

また、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期

間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表については有限責任監査法人トー

マツによる四半期レビューを受けています。

　なお、監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法人トーマツ

となっています。
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１【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

（単位　百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 99,140 53,122

受取手形及び売掛金 33,771 45,430

未収運賃 18,426 21,794

たな卸資産 ※1
 50,451

※1
 47,109

繰延税金資産 24,162 24,531

その他 31,784 35,302

貸倒引当金 △89 △79

流動資産合計 257,648 227,210

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,832,537 1,861,541

機械装置及び運搬具（純額） 299,485 301,741

土地 2,363,719 2,363,634

建設仮勘定 117,568 114,436

その他（純額） 52,900 57,415

有形固定資産合計 ※2, ※3
 4,666,211

※2, ※3
 4,698,770

無形固定資産 ※3
 12,686

※3
 12,430

投資その他の資産

投資有価証券 101,912 82,257

繰延税金資産 177,309 182,272

その他 19,677 20,013

貸倒引当金 △266 △422

投資その他の資産合計 298,633 284,120

固定資産合計 4,977,530 4,995,320

資産合計 5,235,178 5,222,531
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（単位　百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 50,667 77,080

短期社債 － 14,999

短期借入金 30,495 27,538

1年内償還予定の社債 3,000 3,000

1年内返済予定の長期借入金 116,811 151,823

1年内に支払う鉄道施設購入長期未払金 113,967 113,967

未払法人税等 21,215 38,196

賞与引当金 15,096 25,761

その他 205,040 232,466

流動負債合計 556,295 684,832

固定負債

社債 905,864 825,862

長期借入金 605,483 581,408

鉄道施設購入長期未払金 1,579,102 1,579,102

新幹線鉄道大規模改修引当金 224,999 216,666

退職給付引当金 209,098 209,599

その他 75,576 76,701

固定負債合計 3,600,125 3,489,340

負債合計 4,156,421 4,174,173

純資産の部

株主資本

資本金 112,000 112,000

資本剰余金 53,500 53,500

利益剰余金 1,075,910 1,157,467

自己株式 △205,622 △309,122

株主資本合計 1,035,789 1,013,845

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 5,347 △2,773

繰延ヘッジ損益 － 3

評価・換算差額等合計 5,347 △2,769

少数株主持分 37,621 37,282

純資産合計 1,078,757 1,048,358

負債純資産合計 5,235,178 5,222,531
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(2) 【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位　百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

営業収益 379,816 346,306

営業費

運輸業等営業費及び売上原価 212,146 223,107

販売費及び一般管理費 ※1
 42,766

※1
 42,461

営業費合計 254,913 265,568

営業利益 124,902 80,737

営業外収益

受取利息 57 32

受取配当金 862 755

受取保険金 47 71

その他 785 537

営業外収益合計 1,752 1,397

営業外費用

支払利息 7,721 8,524

鉄道施設購入長期未払金利息 24,285 21,103

その他 302 591

営業外費用合計 32,309 30,219

経常利益 94,345 51,915

特別利益

工事負担金等受入額 105 3,640

投資有価証券売却益 73 －

その他 21 83

特別利益合計 200 3,723

特別損失

固定資産圧縮損 105 3,652

固定資産除却損 650 343

固定資産交換差損 490 －

その他 178 60

特別損失合計 1,424 4,056

税金等調整前四半期純利益 93,121 51,582

法人税等 37,247 20,697

少数株主利益 331 67

四半期純利益 55,542 30,817
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位　百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 93,121 51,582

減価償却費 59,377 62,880

新幹線鉄道大規模改修引当金の増減額（△は減
少）

8,333 8,333

退職給付引当金の増減額（△は減少） △61 △501

受取利息及び受取配当金 △919 △788

支払利息 32,006 29,628

工事負担金等受入額 △105 △3,640

固定資産圧縮損 105 3,652

固定資産除却損 1,147 1,198

売上債権の増減額（△は増加） 14,157 15,021

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,005 △3,448

仕入債務の増減額（△は減少） △24,661 △26,412

その他 △27,649 △30,044

小計 151,846 107,463

利息及び配当金の受取額 949 829

利息の支払額 △2,098 △2,090

法人税等の支払額 △65,525 △36,664

営業活動によるキャッシュ・フロー 85,171 69,538

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △91,569 △71,815

工事負担金等受入による収入 4,687 3,603

無形固定資産の取得による支出 △649 △1,336

投資有価証券の取得による支出 △5,000 △6,539

その他 7,080 4,884

投資活動によるキャッシュ・フロー △85,451 △71,203

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,314 2,956

短期社債の純増減額（△は減少） △9,998 △14,999

長期借入れによる収入 － 57,300

長期借入金の返済による支出 △19,956 △68,236

社債の発行による収入 49,953 80,000

配当金の支払額 △8,874 △8,874

少数株主への配当金の支払額 △11 △188

その他 △384 △570

財務活動によるキャッシュ・フロー 13,043 47,387

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 12,763 45,723

現金及び現金同等物の期首残高 34,609 55,526

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 47,373

※1
 101,249
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

（会計処理基準に関する事項の変更）

完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

　請負工事に係る収益の計上基準については、一部の連結子会社において、従来、主に工事完成基準を適用していまし

たが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を当第１四半期連結会計期間より適用し、当第１

四半期連結会計期間に着手した工事契約から、当第１四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性

が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工

事完成基準を適用しています。

なお、これに伴う当第１四半期連結累計期間の損益への影響は軽微です。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

（税金費用の計算）

　当社においては、当事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積もり、税引前

四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しています。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しています。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※１　たな卸資産の内訳は次のとおりです。 ※１　たな卸資産の内訳は次のとおりです。

商品及び製品 8,079百万円

分譲土地建物 598百万円　

仕掛品 29,468百万円

原材料及び貯蔵品 12,305百万円

商品及び製品 7,564百万円　

分譲土地建物 720百万円

仕掛品 28,221百万円

原材料及び貯蔵品 10,603百万円

※２　有形固定資産の減価償却累計額 ※２　有形固定資産の減価償却累計額

 3,482,101百万円  3,431,396百万円

※３　固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金

等累計額

※３　固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金

等累計額

 243,494百万円  239,919百万円

  ４　連帯債務

　超電導リニアの技術開発促進を目的とする財団法人

鉄道総合技術研究所の長期借入金に係る連帯債務額は

　　　　30,149百万円です。

４　連帯債務

　超電導リニアの技術開発促進を目的とする財団法人

鉄道総合技術研究所の長期借入金に係る連帯債務額は

30,707百万円です。　

５　社債、鉄道施設購入長期未払金の債務履行引受契約及

び債務引受契約に係る偶発債務は457,500百万円です。

５　社債、鉄道施設購入長期未払金の債務履行引受契約及

び債務引受契約に係る偶発債務は457,500百万円です。

区分 償還・支払期限
偶発債務金額
(百万円) 

 平成　年　月　日  

第１回普通社債  26.２.21 20,000
鉄道施設購入
長期未払金

 21.７.31～28.２.１437,500

合計 ― 457,500

区分 償還・支払期限
偶発債務金額
(百万円) 

 平成　年　月　日  

第１回普通社債  26.２.21 20,000
鉄道施設購入
長期未払金

 21.７.31～28.２.１  437,500

合計 ― 457,500

６　当社が取引金融機関と締結している貸出コミットメ

ントの総額と借入未実行残高は次のとおりです。

６　当社が取引金融機関と締結している貸出コミットメ

ントの総額と借入未実行残高は次のとおりです。

貸出コミットメントの総額 100,000百万円

借入実行残高 ―百万円

借入未実行残高 100,000百万円

貸出コミットメントの総額 100,000百万円

借入実行残高 ―百万円

借入未実行残高 100,000百万円
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（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
 (自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
 (自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりです。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりです。

人件費 23,922百万円

（賞与引当金繰入額 3,344百万円）

人件費 22,927百万円

（賞与引当金繰入額 3,237百万円）

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
 (自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
 (自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 40,103百万円

期間３か月超の定期預金 △2百万円

その他（流動資産） 7,272　百万円　

現金及び現金同等物 47,373百万円

現金及び預金 99,140百万円

期間３か月超の定期預金 △2百万円

その他（流動資産） 2,111百万円　

現金及び現金同等物 101,249百万円

 

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

 

１　発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　　　　 2,150,000株

 

２　自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　　  　　　 179,989株

 

３　配当に関する事項

　配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月23日

定時株主総会
普通株式 8,874百万円 4,500円 平成21年３月31日平成21年６月24日利益剰余金

４　株主資本の金額の著しい変動

　当社は、平成21年４月28日開催の取締役会決議に基づき、平成21年５月11日に自己株式90,000株を消却し、

当該自己株式の帳簿価額103,500百万円を利益剰余金から減額しました。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間 （自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

 
運輸業

(百万円)

流通業

(百万円)

不動産業

(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計

(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結

(百万円)

売上高        

 (1) 外部顧客に対する

売上高
307,08447,66510,30014,765379,816 ― 379,816

 (2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
3,120 2,100 5,52413,04923,794(23,794)―

計 310,20449,76615,82527,814403,610(23,794)379,816

営業利益又は営業損失(△) 120,0191,620 3,607 △316 124,929 (27)124,902

当第１四半期連結累計期間 （自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

 
運輸業

(百万円)

流通業

(百万円)

不動産業

(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計

(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結

(百万円)

売上高        

 (1) 外部顧客に対する

売上高
267,92343,37310,16424,844346,306 ― 346,306

 (2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
3,062 2,396 5,59521,56732,621(32,621)　　 ―

計 270,98545,77015,75946,412378,928(32,621)346,306

営業利益 77,136 276 3,551 26 80,991 (254)80,737

(注)　１　事業区分の方法

　日本標準産業分類をベースに、経営の多角化の実態が具体的かつ適切に開示できるよう、当社の実態を勘案し

て事業を区分しています。

２  各事業区分の主な事業内容

運輸業……………鉄道事業、バス事業

流通業……………百貨店業、卸売・小売業、飲食業

不動産業…………不動産賃貸業等

その他の事業……ホテル業、旅行業、広告業、建設業、鉄道車両等製造業等

３　その他

当第１四半期連結累計期間

　前連結会計年度の第３四半期連結会計期間より連結子会社となった日本車輌については、その他の事業に

含めて記載しています。

　

　　

【所在地別セグメント情報】

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店は存在せず、前第１四半期連結累計期間及

び当第１四半期連結累計期間において、該当事項はありません。　

 

　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

当社及び連結子会社は、本邦以外の国又は地域に対する事業を営んでおらず、海外売上高はありません。

 

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）　　

　海外売上高の合計が連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しています。
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（１株当たり情報）

項目
当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

１株当たり純資産額     528,492.57円 513,233.30円

　(注)　表示単位未満の端数は四捨五入して表示しています。

　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日 
 至　平成21年６月30日)

１株当たり四半期純利益 28,193.44円 15,643.37円

　(注)　１　表示単位未満の端数は四捨五入して表示しています。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。

３　１株当たり四半期純利益の計算上の基礎は以下のとおりです。 

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日 
 至　平成21年６月30日)

四半期純利益 (百万円) 55,542 30,817

普通株主に

帰属しない金額
(百万円) ― ―

普通株式に係る

四半期純利益
(百万円) 55,542 30,817

普通株式の

期中平均株式数
(株) 1,970,046 1,970,011

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

  平成２０年８月１１日
東 海 旅 客 鉄 道 株 式 会 社
 
　取　締　役　会　御　中

  

 監査法人　トーマツ  

 
指　定　社　員

業務執行社員
 公認会計士 高　山　宜　門　　㊞

 
指　定　社　員

業務執行社員
 公認会計士 北　村　嘉　章　　㊞

 
指　定　社　員

業務執行社員
 公認会計士 水　野　裕　之　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東海旅客鉄道株

式会社の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成２０年４月

１日から平成２０年６月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算

書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東海旅客鉄道株式会社及び連結子会社の平成２０年６月３０日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）　１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しています。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

  平成２１年８月１１日
東 海 旅 客 鉄 道 株 式 会 社
 
　取　締　役　会　御　中

  

 有限責任監査法人　トーマツ  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 高　山　宜　門　　㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 北　村　嘉　章　　㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 水　野　裕　之　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東海旅客鉄道株

式会社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２１年４月

１日から平成２１年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２１年４月１日から平成２１年６月３０日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東海旅客鉄道株式会社及び連結子会社の平成２１年６月３０日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）　１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しています。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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